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概 要

琵琶湖北湖の底層溶存酸素濃度の違いが底質から溶出する有機物の量や特性にどのような影響を

与えるのか，底質コアを用いた 70 日間の溶出試験を実施し明らかにした。1年間の底質からの有機

物溶出量は，例年通り 1月に全循環が起これば 681 tonC，3 月末まで遅れた場合には 740 tonC にな

ると推定された。さらに易分解性有機物は貧酸素条件の方が好気条件よりも多く溶出し，14 日目以

降には溶出がほぼみられなかった。また，難分解性有機物は試験期間を通して底質から溶出し続け，

溶存酸素濃度による溶出量の違いがないことが明らかとなった。
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1．は じ め に

琵琶湖では，進行している地球温暖化により，成層

の強化や湖底での貧酸素化問題が懸念されている。地

球温暖化による気温を含めた気象パラメータの変化が

湖の水温や循環パターンを変化させることから，水質

や生態系への影響が考えられる1)。

琵琶湖は最大水深が 100 m を超える日本最大の淡

水湖である。夏季には湖面水温が 30℃付近に達する

のに対し，深水層および底層では年間を通じて

6〜8℃に保たれる。夏季に形成される水温差が約

20℃の水温成層は，冬季になるにつれて湖面水温が減

少することで弱体化する。そして例年 1月，遅くとも

2 月になると成層が消滅することで完全な鉛直混合

(全循環) が起こり，底層にも酸素が供給される2)。

この全循環の時期が琵琶湖で遅れつつある。例えば，

1990 年代以降で 1月に全循環が確認された年は 70 年

代や 80 年代よりも少なくなっている3)。さらに，

2007 年と 2016 年には 3 月後半になりようやく全循環

が確認された4, 5)。

全循環が起こる直前の底層は溶存酸素 (DO) 濃度

が最も低い状態であり，水温成層が長期化することで

底層環境にも影響が出ている。例えば嫌気状態を示す

硫黄酸化細菌チオプローカやメタロゲニウム (マンガ

ン酸化物) がそれぞれ 1996 年と 2002 年に琵琶湖北湖

で広範囲にわたり検出された6, 7)。この他にも，全循

環が 3 月まで遅れた 2007 年には湖底生物の死骸が広

範囲で確認されている8)。さらに，リンは DO濃度が

低くなるにつれて溶出量が急激に大きくなることが知

られている9)。以上のことから，温暖化の影響等によ

り全循環の時期が遅れ，今後琵琶湖で貧酸素化が進ん

だ場合には，生態系や水質に負の影響を与えることが

懸念される。

底層の貧酸素状態の長期化による懸念事項の一つと

して，琵琶湖炭素循環への影響が挙げられる。琵琶湖

の炭素源は主に藻類による内部生産10, 11, 12)，河川から

の流入10, 12, 13)，底質からの溶出14, 15)の 3 つが考えられ

る。このうち底質からの溶出に関しては，内部生産や

流入負荷に比べると研究例は少なく，その中でもリン

や窒素の溶出に関する研究が主である9, 14, 16, 17, 18)。これ

は，琵琶湖のような水深の大きな湖では底質へアクセ

スすることが容易ではないこと，さらにリンや窒素が

富栄養化の要因であったからである。そのため，溶出

する有機物に関しては，その溶出量だけでなく，有機

物組成も含めて研究例がほとんどないのが現状である。

溶存有機物 (DOM) の特性を解析する手法の一つ

に三次元励起・蛍光スペクトル法 (EEMS) が挙げら

れる。EEMS 分析はろ過による前処理だけで，水中

の DOM の特性を簡便にかつ短時間で分析できる19)。

そこで本研究は琵琶湖北湖を対象に，DO濃度の違い
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が底質有機物の溶出にどのような影響を与えるのかを

明らかにするため，底質コアを用いた溶出試験を実施

した。そして有機物の溶出量を推定し，EEMS 分析

を用いて溶出有機物の特性解析を行った。

2．実 験 方 法

(1) 底質コアの採泥方法

サンプリングは 2014 年 10 月に琵琶湖北湖 (今津沖

中央，全水深約 90 m) で実施した。底質コアは HR

型不攪乱柱状採泥器 (離合社) を用いて，予め塩酸洗

浄した 7 本のアクリル製カラム (内径 11 cm，高さ

50 cm，離合社) に採取した。6 本の底質コアは採取

後すぐに底質の厚さが 20 cm になるように調整し，

ゴム栓で密閉した後，攪乱しないように注意して実験

室に持ち帰った。底質溶出試験のカラム内直上水とし

て使用するため，同地点水深 85 m の湖水をバンドー

ン採水器で 20 L 採取した。採水後，氷冷して実験室

に持ち帰った。

残りの 1 本の底質コアは，底質の表面の厚さが 1

cm になるように船上で切り分け，氷冷しながら実験

室へ持ち帰った。切り分けた底質は遠心分離 (3,000×

g，20 分間，Model4000，KUBOTA) を行い20)，上澄

み液を底質中の間隙水とした。また，底質湿試料約

10 gを用いて含水比を測定した20)。

(2) 底質溶出試験

水深 85 m の湖水 20 L は，事前に 450℃で 4 時間

加熱した孔径 1.0 μm のガラス繊維ろ紙 (GF/B，

Whatman) で吸引ろ過した。そのうち 10 Lは高純度

混合空気 (G2，酸素 21%，窒素 79%，京都帝酸) で

曝気し，DO 濃度 8.0 mgO2 L−1 以上を好気条件と定

義した。残りの 10 Lは高純度窒素ガス (G2，京都帝

酸) で曝気し DO 濃度 2.0 mgO2 L−1 以下を貧酸素条

件と定義した。

持ち帰った 6本の底質コアサンプルは，すぐに，底

質表面を乱さないようにサイフォンで直上水を取り除

いた。そのうち 3 本には好気条件にしたろ過済みの水

深 85 m の湖水を水柱の高さが 22 cm となるように注

入し，これらを好気条件下での底質溶出試験用カラム

とした (N=3，Fig. 1)。貧酸素条件下での底質溶出

試験用カラムも残り 3本の底質コアサンプルを用いて

同様に貧酸素条件にした水深 85 m の湖水を注入した

(N=3)。加えて，好気条件と貧酸素条件にしたろ過

済みの水深 85 m の湖水 1 Lをそれぞれガラス瓶に用

意し，底質溶出試験と同様の条件でコントロール試験

を実施した。このコントロール試験は底質溶出試験中

の実験室からの有機物汚染を確認するためのものであ

る。試験期間中，底質溶出試験と同じ時間間隔でサン

プルを採水し，溶存有機炭素 (DOC) 濃度を測定し

た。

底質溶出試験は採水時の底質直上の水温と同じ 7℃

に保たれた低温環境試験室 (AFCHF-3，アメフレッ

ク) 内で 70 日間実施した。また，試験期間中の藻類

の一次生産による有機物生産を抑えるため，暗条件で

実施した。この溶出試験では直上水から粒子態有機物

(POM) を除いているため，試験期間中の POMから

DOMへの変換も無視でき，これと暗条件を合わせる

と，試験中の有機物の増加分を底質からの溶出量とし

て評価することができる。試験期間中の実施期間中は

好気条件と貧酸素条件を維持するため，それぞれ高純

度混合空気と高純度窒素ガスで曝気しつづけた。この
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Fig. 1 Experimental set-up for elution test. Three columns were prepared for each condition of
dissolved oxygen concentration (N=3). Elution test was conducted in the dark at 7℃.



とき，底質表面を乱さないように，パージは底質表面

から 10 cm の高さに設定した。また曝気の際にカラ

ム内の水量が蒸発によって減少するのを防ぐため，ガ

ラス容器に入れた超純水を通して通気した。化学分析

のための採水はテフロンチューブを用いてサイフォン

で底質表面を乱さないよう，また採水中にサンプルが

泡立たないようにして実施した。採水したサンプルの

一部を用いて試験期間中の DO 濃度を蛍光式溶存酸

素計 (LDO-HQ10，HACH) で測定した。好気条件

での底質溶出試験カラム内の直上水 DO 濃度は底質

溶出試験開始時に 8.11 mgO2 L−1，貧酸素条件では

1.98 mgO2 L−1 を示した。試験期間中 (70 日間) も，

好気条件では>8.0 mgO2 L−1，貧酸素条件では<2.0

mgO2 L−1 が維持されていた。試験期間中，分析用の

採水により直上水量が減少するため，18 日目の各カ

ラムに，好気条件あるいは貧酸素条件に調整してある

水深 85 m の湖水を継ぎ足し，再び直上水柱の高さを

22 cmにした。

採水したサンプルは，孔径 1.0 μm のガラス繊維

ろ紙 (GF/B，Whatman) で吸引ろ過し，そのろ液

を DOM と定義して化学分析に供した。DOC 濃度

はサンプルを酸性下 (pH3 以下) で通気処理し，

TOC-VCPH (Shimadzu) を用いて不揮発性有機炭素

(NPOC) 濃度として求めた。試験期間を通して単位

面積当たりの累積 DOC 溶出量 (mgC m−2) を式(1)

から求めた。

Ei=Ei1+Ci−Ci1×
V

A
(1)

ここで，Eiは i日目の採水時における累積 DOC 溶出

量 (mgC m−2)，Ciは i日目の採水時における直上水

DOC濃度 (mgC L−1)，Vは直上水体積 (L) である。

また Aはカラム内の底質面積 (95.0 cm2) を用いた。

溶存有機物の特性を評価するため，蛍光光度計

F-4500 (日立製作所) を用いて EEMS分析を行った。

EEMS分析では，超純水の Ramanピークの強度で補

正し，超純水の EEMS スペクトルをブランクとして

差し引いた。この操作により異なる測定日に得られた

EEMS スペクトル強度の比較を行うことができる。

さらに，琵琶湖の吸光度は十分に低いことから，内部

遮蔽効果によるスペクトルの補正は行わなかった21)。

琵琶湖の EEMS スペクトルのうち易分解性有機物の

指標としてアミノ酸やタンパクなどが検出されるチロ

シン様ピーク (励起/蛍光=225/295 nm)，トリプト

ファン様ピーク (励起/蛍光=230/345 nm) およびタ

ンパク質様ピーク (励起/蛍光=270/350 nm) を用い

た19, 22)。また，難分解性有機物の指標としてフルボ酸

様ピーク (励起/蛍光=250/435 nm) およびフミン酸

様ピーク (励起/蛍光=335/435 nm) を用いた19)。

試験期間中の DOC 濃度および EEMS スペクトル

のピーク強度に対して，パラメトリック法 (二元配置

分散分析) を用いて統計解析を実施した。

(3) 底質からの有機物の溶出フラックスの推定

溶出フラックス S (mgC m−2 d−1) とは，i日目に

おける単位時間当たりの DOC 溶出量であり，式(2)

で表すことが出来る。ここで ∆tは ti−ti1 である。

S=
Ei−Ei1

∆t
(2)

式(2) に式(1) を代入すると式(3) が得られる。

S=
Ci−Ci1

∆t
×

V

A
=

∆C

∆t
×

V

A
(3)

底質からの溶出は，直上水と底質間での濃度勾配に

よって引き起こされる現象であるとすると，溶出フ

ラックスはフィックの第二法則で表わされる。濃度勾

配が底質表層と直上水の濃度の間で一定とすると，濃

度勾配は，直上水と底質間隙水中の有機物濃度の差を，

溶出層厚で割ったものとして式(4) で表現される。

S=−
D

l
C t−CS (4)

ここで，C tは t 日目での直上水 DOC 濃度 (mgC

L−1)，CSは底質第 1 層の間隙水 DOC 濃度 (mgC

L−1)，lは溶出層厚 (m)，Dは拡散係数 (m2 d−1) で

ある。

式(3) と式(4) を tについて解くと，式(5)が求め

られる。ただし，α=V×l/A×Dである。

C t=CS+C 0−CSe
1


t (5)

琵琶湖の深水層 (水温：6〜8℃) では基質の取り込

み速度は細菌群集全体で 0.2〜0.5 μgC L−1 d−1 であ

り23, 24)，70 日間でも最大 35 μgC L−1程度であるが，こ

の数値は直上水の DOC 濃度と比べても十分に低い値

(約 3.5%) である。このことから，本底質溶出試験で

の水温条件である 7℃では微生物活性は十分に低いと

考えられるので，本研究で用いるモデル式ではこれを

除外した。式(5) を tについて微分すると式(6) が得

られる。

dC

dt
=

CS−C 0

α
e

1


t (6)

0 日目での DOC 溶出量E 0=0を境界条件として，

式(6) を式(3) に代入して tについて積分すると，溶

出フラックスは式(7) として得られる。
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0
t

S dt=
V

A
CS−C 01−e

1


t (7)

式 (7) をもとに，溶出カラム断面積 A，溶出層厚

l (5 mm)，底質第 1 層 (0〜1 cm) の間隙水 DOC 濃

度 CS (=12.9 mgC L−1) および 0 日目 (底質溶出試

験開始直後) の直上水DOC濃度 C(0) にそれぞれ実測

値を用いて，最小二乗法によるフィッティングから拡

散係数 Dを求めた。

3．結果および考察

(1) 底質試料の性状

採泥した底質は主としてシルト質であった。表層か

ら 3 cm程度は茶色であったが，それ以深では暗灰色

であった。表層泥厚 1 cm の間隙水中の DOC 濃度は

12.9 mgC L−1 であり，含水比は 215.7wt%であった。

また，採水時の底質直上水の DO 濃度は 5.4 mgO2

L−1 であった。

(2) DOC濃度

底質溶出試験期間中，カラム内の DOC 濃度は上昇

し続けた (Fig. 2A)。好気条件下では試験開始時は

1.22±0.02 mgC L−1 (平均±標準偏差) だったが，70

日目には 2.08±0.15 mgC L−1 まで上昇した。貧酸素

条件下では開始時は 1.20±0.03 mgC L−1 であったが，

70 日目には 2.71±0.14 mgC L−1 まで上昇した。30 日

目を過ぎると好気条件と貧酸素条件で差がみられはじ

め，70 日目には貧酸素条件下の方が好気条件下と比

べて高い値であった (p<0.01)。18 日目に DOC 濃度

が不連続に低下したのは (Fig. 2A)，直上水を注ぎ足

したためである。コントロール試験の DOC 濃度は試

験期間を通して，好気条件下で 1.14±0.12 mgC L−1，

貧酸素条件下で 1.12±0.09 mgC L−1 であった。この

ことから，試験期間中は実験室からの有機物汚染がな

いこと，また直上水中のDOMが微生物によって分解

されていないことが明らかとなった。単位面積当たり

の累積 DOC 溶出量は 20 日目を過ぎるころから差が

みられはじめ (Fig. 2B)，70 日目には貧酸素条件の

方が好気条件よりも大きい結果となった (p<0.01)。

貧酸素条件下では，水酸化鉄に吸着していた DOM

が脱着したことで直上水中の DOC 濃度が上昇したと

考えられる。Skoog and Arias-Esquivel によれば，室

内実験で DO 濃度を段階的に減少させると，直上水

中の DOC 濃度と鉄イオン濃度が上昇することが明ら

かとなった25)。さらに底質の間隙水中の DOC 濃度と

2価の水酸化鉄の間は強い相関があることが知られて

いる26)。加えて，底質の表層では沈降した POMや高

分子 DOMがDO濃度によらず分解されることが知ら

れている27, 28)。分解された POM や高分子 DOM は低

分子 DOMへ変換され，好気条件では最終的に無機化

されると予想される。しかし，Burdige は無酸素状態

では低分子 DOMの分解は好気条件と比べて遅いと報

告していることから29)，貧酸素条件でも鉄に吸着して

いた DOMは低分子のものが多かったと考えられる。

よって，貧酸素条件では好気条件に比べて低分子

DOMが多いことから拡散係数が高くなり，溶出量が

大きくなったと考えられる。

(3) 底質からの溶出フラックスの推定

好気条件下での拡散係数 Dは 1.62±0.19×10−6 m2

d−1 (R2=0.61〜0.72)，貧酸素条件下では 2.28±0.47

×10−6 m2 d−1 (R2=0.88〜0.97) となった。求めた拡

散係数と採泥した地点の直上水 (水深 85 m) の DOC

濃度から溶出フラックス Sを推定したところ，好気

条件の場合は 3.66±0.42 mgC m−2 d−1，貧酸素条件の

場合は 5.07±1.00 mgC m−2 d−1 となった。今井らは

霞ヶ浦においてDOMの溶出フラックスを求めており，

年間で 2.0〜10 mgC m−2 d−1 の間を推移すると報告し

ている30)。また東京湾を対象にした研究では 3.25〜30

mgC m−2 d−1 を推移することが示されている31)。本研

究で推定された琵琶湖底質での溶出フラックスは，

霞ヶ浦の溶出フラックスと同じオーダーにあることが

明らかとなった。

本研究で得られた溶出フラックス Sを用いて，琵

琶湖で 1年間に底質から溶出する有機物量を推定した。

湖底の貧酸素化が長期化，常態化することで水質や生

態系への影響が懸念されること，琵琶湖北湖の容積

(273億 m3) が琵琶湖全体の 99.3%を占めていること

から2)，本研究では琵琶湖北湖を対象とした。さらに

全湖底面積のうち 75.4%が泥質域であると報告され

ている2)。なお，全湖底面積値を入手できなかったた

学会誌「EICA」第 23巻 第 2・3 合併号（2018） 167

Fig. 2 Time variation of (A) DOC concentration and (B)
cumulative eluted DOC from sediments during 70-day
elution test. Error bars indicate SD (N=3).



め，北湖面積の 75.4% (464.5 km2) を計算に用いた。

さらに琵琶湖北湖の底層 DO 濃度は成層期後半の 10

月頃に低くなり始める。全循環が例年の 1月頃に起こ

ることを想定して32)，琵琶湖底層の DO 濃度が 2.0

mgO2 L−1 以下である月を 10 月から全循環直前の 12

月とした。この 3か月間は底質からの有機物の溶出が

本研究で推定した貧酸素条件下での溶出フラックス S

で起こると仮定すると，3か月間での底質有機物の溶

出量は 216±43 tonC となる。また残り 9か月間での

底質からの有機物の溶出フラックスは，本研究で推定

した好気条件下での溶出フラックス Sを用いること

ができると仮定すると，底質有機物の溶出量は

465±54 tonC と推算できる。したがって，年間の溶

出量は 681±69 tonC と推定された。年間の河川から

の流入負荷量および内部生産量はそれぞれ 6,901 tonC

および 107,337 tonC であり33)，これらに対して推定

された溶出量はそれぞれ 9.9%および 0.63%を占める

結果となった。さらに本研究で推定された溶出量は既

存の推定値33)である 139 tonC と比べて 4.9倍高いが，

それでも河川からの流入負荷量や内部生産に対する寄

与は低いといえる。

次に，2007 年や 2016 年のように全循環の時期が 3

月後半にまで遅れた場合を考える。このとき，10 月

から翌年 3月までの 6か月間にわたり貧酸素条件下で

底質から有機物が溶出することが想定される。この場

合の底質有機物の溶出量は 428±84 tonC となり，好

気条件下 (4 月から 9月まで) での底質有機物の溶出

量は 311±36 tonC となる。よって年間の底質有機物

の溶出量は 740±92 tonC となり，全循環が 1 月に確

認される場合からおおよそ 1割増加する値になる。こ

のことから全循環が遅れると底質からの溶出量が増加

することがわかる。

さらに，全循環が起こらない場合を想定する。この

とき，全循環による表層からの溶存酸素の供給がされ

なくなり，底層では 1 年間貧酸素状態が維持される。

この期間は底質中の有機物は貧酸素条件下で溶出する

と考えられ，その値は 859±169 tonC と推定される。

(4) EEMS分析による溶出有機物の特性解析

易分解性有機物であるタンパク様，チロシン様およ

びトリプトファン様物質は，好気条件と貧酸素条件の

両方で試験開始後すぐに溶出し始めた (Fig. 3A, B,

C)。溶出速度は，好気条件と貧酸素条件の両方で底

質溶出試験開始後から 10 日目にかけて高く，また差

も見られなかった。タンパク質様およびトリプトファ

ン様物質は 10 日目以降になると，貧酸素条件では累

積溶出量が微増に転じ，好気条件とのピーク強度の差

は両者ともに大きくなった。しかし 50 日目以降には

その差は減少し，70 日目には好気条件と貧酸素条件

の差は小さくなったものの，貧酸素条件の方が好気条

件に比べて累計溶出量は高い結果となった (p<0.05)。

チロシン様物質は 10 日目以降に貧酸素条件の方が好

気条件に比べて累計溶出量が高い傾向がみられたが，

試験期間後半になるにつれその差が小さくなり，70

日目には有意な差がみられなかった (p>0.05)。以上

のことから，易分解有機物は酸素条件の影響を強く受

けることが示唆された。

難分解性有機物であるフルボ酸様物質およびフミン

酸様物質は試験期間を通してほぼ単調に増加した

(Fig. 3D, E)。また，フミン酸様物質では好気条件と

貧酸素条件では溶出量に有意な差はみられなかったが

フルボ酸様物質では 70 日目に貧酸素条件の方が好気

条件に比べて高くなった (p<0.05)。細菌には易分解
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Fig. 3 Time variation of peak intensities with (A) protein-like,
(B) tyrosine-like, (C) tryptophan-like, (D) fulvic acid-
like and (E) humic acid-like substances during 70-day
elution test. Error bars indicate SD (N=3).



性有機物を難分解性有機物に変換する機能があること

が知られている34, 35)。本底質溶出試験で難分解性有機

物であるフルボ酸様物質の溶出量が増加し続けた要因

として，直上水中の細菌が易分解性有機物であるトリ

プトファン様およびタンパク質様物質を分解・変換し

た可能性が考えられる。しかし，好気条件下の底質溶

出試験では，易分解性有機物である 3つの物質群の変

動がほとんど横ばいである 10 日目以降でも，累計

DOC 溶出量とフルボ酸様物質の溶出量が増加してい

る。このことから難分解性有機物の溶出量の増加は，

直上水中の細菌による溶出した易分解性有機物の変換

によるものではなく，底質からの溶出によるものが主

であると考えられる。

底質溶出試験に供試した底質コアは 10 月のもので

あり，春季から夏季にかけて一次生産によって生産さ

れた有機物が沈降して堆積しているものである。堆積

した有機物の一部は再び直上水へ溶出しており，残り

は底質中の細菌によって難分解性有機物に変換され底

質から溶出し続けている。底質から溶出した易分解性

有機物は全循環が起こると細菌によってすぐに利用・

分解されると考えられる。そのため，溶出した易分解

性有機物はDOM量としてだけでなく，質的な面から

も湖内の物質循環への寄与は少ないと考えられる。し

かし，難分解性有機物は好気条件でも貧酸素条件でも

溶出し続けることとなり，これは生分解されにくく湖

内に蓄積されると考えられる。溶出量としては内部生

産に比べてかなり小さいが，蓄積され続けることを考

慮すれば，湖内物質循環への影響は無視できないと考

えられる。

4．ま と め

本研究では，琵琶湖底層での貧酸素化の長期化が懸

念されていることを考慮し，DO濃度の違いが底質か

らの有機物の溶出に与える影響を評価するため，70

日間の底質溶出試験を実施し，以下の知見を得た。

(1) 貧酸素条件では好気条件に比べて DOC の溶出

が促進された。琵琶湖底質から溶出する DOC

量は年間で 681±69 tonC と推定された。今後，

全循環時期が遅くなり，底層での DO 濃度が

低下する期間が長期化すれば，この値は

740±92 tonC に増加すると推定される。しか

し，内部生産や外部からの流入負荷量に比べれ

ば依然として低い値であり，琵琶湖 DOC 濃度

への寄与は多くないと考えられる。

(2) EEMS分析による溶出有機物の特性解析では，

易分解性有機物は好気・貧酸素両条件下ともに

底質溶出試験初期 (<14 日) までにほぼ溶出

することが明らかとなった。また溶出量は貧酸

素条件の方が好気条件よりも大きい結果となっ

た。難分解性有機物では溶出量に差はなく，試

験期間を通して溶出し続けることが明らかと

なった。

(3) 以上のことから，易分解性有機物の溶出はDO

濃度の影響を受けやすいと考えれるが，全循環

により DO が供給されるとすぐに分解される

と予想される。一方，難分解性有機物は DO

濃度の影響は受けにくいが，1 年を通して底質

から溶出し続けており，水中に蓄積されやすい

ことから物質循環への影響は無視できないと考

えられる。
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Abstract

Hypoxic period in the bottom layer in Lake Biwa is expected to be longer due to the global warming

effects, which may affect dissolved organic matter (DOM) eluted from sediments. We conducted

70-day elution tests to evaluate the difference of the amount and the characteristics of eluted DOM

under aerobic and hypoxic conditions. When hypoxic state is maintained till January as usual or till

the end of March, the amounts of eluted DOM were estimated to be 681 or 740 tonC yr−1,

respectively. Based on the emission excitation matrix (EEMS) analysis, labile DOM were eluted in

the early period (<14 days) and the amount of the elution in hypoxic condition were higher than

those in aerobic condition. The EEMS analysis also showed that refractory DOM were kept eluting

during the elution test.

Key words : Lake Biwa, sediment elution test, dissolved organic matter (DOM), dissolved oxygen

(DO), hypoxic
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